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自然災害は世界中で大きな被害を生み出し

ている。2011 年 3 月 11 日の東日本大震災に

より東北・北海道・関東地方の太平洋側沿岸

部は津波による壊滅的な被害を受けたが、甚

大な震災の被害を緩和したり復興を促進する

要因として、防波堤などのハード面での対策

だけでなく、人々の協力などのソフト面での

対策の重要性も言われ、ソーシャル・キャピ

タルが重要な役割を果たす可能性が注目を集

めている(1-3)。東日本大震災の後に日本では

多くの研究が、被災者に焦点を当ててソーシ

ャル・キャピタルと健康の関係について報告

をしてきた。そこで本研究ではソーシャル・

キャピタルと東日本大震災と被災者の健康に

ついて文献レビューを行った。 
 
Ｂ．研究方法 

 東日本大震災に関して、ソーシャル・キャ

ピタルと健康に関する文献、ソーシャル・キ

ャピタルの維持に関する文献、をレビューし

てまとめた。またソーシャル・キャピタルの

負の側面についてもまとめた。 
 

（倫理面への配慮） 
 この分担研究では、個人を対象とした調査

等は行っていない。また、企業等との利益相

反はない。 
 
Ｃ．結果と考察 

１．被災者の健康とソーシャル・キャピタル 

被災者の健康に関して最も多かったのが精

神保健に関する研究であり、1 本のシステマ

ティックレビュー(4)および複数の観察研究

(5-12)が、ソーシャル・キャピタルおよびネ

ットワークやサポートの精神保健を守る上で

の働きを報告していた。 

精神保健とも関連する睡眠や子どもの問題

行動についても、ソーシャル・サポートや社

会的なつながり、ソーシャル・キャピタルの

保護的な関連について報告されている(13-

15)。その他にソーシャル・キャピタルと認知

機能の研究(16)、ソーシャル・サポートと健

康問題についての報告(6) も存在した。 

一方で、ソーシャル・キャピタルやソーシ

ャル・ネットワーク、社会的交流や閉じこも

り行動、社会的孤立をアウトカムとして、ど

のような要因が影響するのか（震災や移住、

研究要旨：災害は突然発生し、人々の生命や生活を大きく脅かす。防波堤などのハ
ードによる対策だけでなく、人々の協力などのソフト面での対策の必要性が言われて
いる。そこでソーシャル・キャピタルが災害対策に有効かどうか文献をレビューし
た。その結果、震災の発生前から発生後の復興期に至るまで、ソーシャル・キャピタ
ルは災害の被害を減少させたり、復興を早めるために大切な役割を担っていると考え
られた。災害前の近隣住民のつながりを壊さない集団移転や、仮設住宅内での交流や
社会参加をうながす活動が被災者の健康に貢献していると考えられた。一方で、ジェ
ンダー面での配慮によりソーシャル・キャピタルの負の影響を除くことも必要だと考
えられる。2019 年内に英国の出版社から、日本における健康の社会的決定要因に関

する書籍を出版する予定であり、その中の 1 章で本研究の知見を報告する。 
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居場所を作る介入、店舗までの距離、入れ歯

の喪失など）を調べた研究も存在した(17-23)。

震災やその後の住環境などが、ソーシャル・

キャピタルを左右してもいることが示されて

いた。 

また災害の発生前、自治会や住民組織によ

る防災対策の立案や、防災訓練の実施は、住

民同士のソーシャル・キャピタルが高いほど

良く行われ、災害の被害を減らすと考えられ

る。災害前からの地域の婦人防災クラブの集

会所での備蓄が、東日本大震災後の公的な支

援が入るまでの期間に役立ったことが報告さ

れている(24)。 

これらから、ソーシャル・キャピタルおよ

びその関連要素は被災者の健康を守る方向の

貢献をしていると考えられた。 

 

２．被災後のソーシャル・キャピタルの維持

に関して 

①集団移転の有効性 

津波で家屋を失った被災者が移住後にソー

シャル・キャピタルを維持するための取り組

みについて、文献を調べた。東日本大震災発

災後は体育館などに避難した後、プレハブの

仮設住宅に居住したり、民間賃貸住宅に入居

する人々が多かった。プレハブ仮設住宅に転

居する場合、旧地区の集団ごとに入居する「集

団移転」と、くじ引きなどでランダムに入居

者が選ばれる方法（ここでは「抽選移転」と

する）が主となる。また基本的に集団移転を

採用していても、他の地域から来たり入居時

期が何らかの事情でずれたことで、結果とし

て抽選移転と同じ状況になる場合がある。阪

神・淡路大震災の時の教訓として、仮設住宅

に入居する際に災害前と同じ地域住民が近く

に居住することが人のつながりを維持するた

めに大切だとされたため、東日本大震災の際

にも宮城県岩沼市などいくつかの地域ではこ

の教訓が生かされた(25)。また、プレハブ仮

設住宅とは別に、各地に散在する民間賃貸住

宅への移住も家賃補助の上で多く行われたが、

民間賃貸住宅への移住も災害前のつながりを

距離的に離してしまうため、ソーシャル・キ

ャピタルの観点からは抽選移転と同じような

状況にあると考えられる。 

検索された文献からは、集団移転をした

人々では震災前に比べて震災後のソーシャ

ル・キャピタル（友人同士の交流や社会参加

の要素）の増加が認められた(19)。反対に個

人移転の人々ではこれらの減少が見られた。

同様に震災後の別の横断研究でも、集団入居

者の方が、結果的に抽選移転した人よりもソ

ーシャル・サポートを受けたり与えたりして

いる人が有意に多かったことが報告されてい

た(11)。これらのことから災害により転居を

余儀なくされる被災者に対しては、状況が許

す限り元のコミュニティを維持できる集団入

居を積極的に採用していくことが重要だと考

えられる。 
しかしながら集団移転が必ずしもどこの自

治体でも実施されたわけでは無い。これには

次のような理由があると考えられる。プレハ

ブの仮設住宅は災害後に建築が始められ、

人々は体育館などの避難所で完成を待つ日々

を送る。プレハブ仮設住宅が 1 棟たてば数十

世帯の人々が入居を開始する。しかし元の地

域の世帯数が 1 棟の部屋数を上回る場合、す

ぐには入居できない。元の地域の世帯数とプ

レハブ仮設の建設状況を勘案して、先に入居

する地域、後に入居する地域、といった具合

に分ける必要がある。被災者は基本的に早く

避難所から仮設住宅に移りたいため、そこを

待ってもらうための調整が必要になる。また、

誰がどこに住むのかも事前に決めなくてはな

らない。これらの調整作業を、突然の災害対

応に追われる行政が負担できるとは必ずしも

限らない。災害規模の大きな自治体ほど難し

くなる可能性がある。また、くじ引きのよう
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な「公平性」を行政が好むという側面がある

ため、公平性のためにコミュニティの利便性

が犠牲となる場合もあるのかもしれない。東

日本大震災の後に集団移転を実施した地域は

比較的小さなコミュニティであったり、１つ

の市の中でも限られた数のコミュニティであ

ったりするようである。集団移転の実施のた

めには多くの交渉・調整が必要となるが、こ

れらが上手くいくためには災害前からのソー

シャル・キャピタル、すなわち災害前からの

地区長や行政がつながりをもっていることが

大切である可能性がある。また、人手が足り

ない行政が一手に担うのではなく、住民やボ

ランティアから集団移転のための協力を得る

ことも重要であろう。 

 

②仮設住宅での社会参加の重要性 

東日本大震災後につくられた仮設住宅は、

被災者が集まって住んでいるためそれぞれが

コミュニティとしての役割を担っている。宮

城県が実施している被災者の健康調査データ

の分析から、仮設住宅コミュニティの間で入

居者の精神保健状態に差があることが報告さ

れていた(26)。地域行事への参加が活発な人

や悩みを相談できる相手が多い人が健康状態

が良いという個人レベルの効果に加えて、相

談できる人が多い仮設住宅に住む人は 1 年後

のメンタルヘルスが良好であるというコミュ

ニティレベルの効果の存在が報告されていた。

別の報告では、東日本大震災後の仮設住宅に

入居している被災者において、社会参加があ

ることが良い健康状態と関連しており、プレ

ハブ仮設住宅の被災者では、みなし仮設住宅

の被災者と比べて社会参加をしている人の割

合が大きかった(27)。プレハブ仮設住宅では

社会参加をしている人の割合が大きいことが、

良い健康状態の維持に寄与していた可能性が

示唆された。震災後のプレハブ仮設住宅にお

けるボランティアや自治体による社会参加の

機会の提供（イベント開催など）が、被災者

の健康状態の維持に寄与していた可能性が示

唆されており、こうした介入が被災者の健康

の維持・回復に役立っていると考えられる。

仮設住宅での介入としては、岩手県陸前高田

市での農園をつくり社会参加をうながす事業

の効果も報告されていた(28)。 

 

３．ソーシャル・キャピタルの負の側面 

ソーシャル・キャピタルには悪い側面も存

在することが知られているが、平時と同じく

災害後のソーシャル・キャピタルにも負の側

面が存在する可能性がある(29)。震災後の避

難所で女性が朝 5 時に起きて炊き出しをすべ

きという意見が通ってしまったところがあっ

た(24)。ここの女性は反対すると居づらくな

ると考えて従っており、この集団におけるソ

ーシャル・キャピタルが女性たちにとって悪

い方向に働いたと考えられる。意図的に避難

所や仮設住宅の支援にあたる行政職員や復興

に関する会議が男性だけにならないような配

慮をしていた自治体も存在するが、こうした

ジェンダー面での配慮は日本において災害後

のソーシャル・キャピタルの負の側面を防ぐ

のにも重要であろう。先に述べた岩沼市では

避難所担当の市職員の 4 割が女性だったこと

でトイレの問題や救援物資の配分に大きなト

ラブルが発生しなかったと指摘されている

(25)。当然、ジェンダー面だけでなく、障害

者や外国人へ配慮も同様に求められる。 

 
Ｄ．結論 
 ソーシャル・キャピタルは災害の後におい

ても、人々の健康を守るのに有効な働きをし

ていると考えられた。ソーシャル・キャピタ

ルの負の側面をおさえ、正の側面をつよめる

ことで、震災からの復興を促進できると思わ

れる。 
 2019 年内に英国の出版社から、日本におけ



 

26 

る健康の社会的決定要因に関する書籍を出版

する予定であり、その中の 1 章で本研究の知

見を報告する。 
 
Ｅ．研究発表 

（学会報告） 
相田潤．「岩沼プロジェクト：災害時のコミュ

ニティ・エンパワメント」．第 77 回日本公

衆衛生学会総会シンポジウム 14 参加型研

究の最新動向：現場に即役立つエビデンス

づくりにむけて：（2018 年 10 月 25 日） 
 
Ｆ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含

む） 

 特になし 
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